
社会福祉法人 宮城県共同募金会 

共 同 募 金 配 分 計 画 

 
県域配分（募金年度の翌年度事業） 
 
Ⅰ．社会福祉施設に対する配分 
１．法人施設に対する配分 
＊対象事業 施設の増改築・修繕・車両整備・備品購入 
＊配 分 額 施設の増改築は２００万円まで 総事業費の７５％ 
      車両整備はマイクロバス等特殊車両は２００万円まで、 
      その他車両・備品購入は１００万円まで 総事業費の７５％ 

 ＊条 件 １法人１施設１事業 法人としての連年配分なし 
       備品購入は１備品で必要性・緊急性の高い備品に限る（付属品は可） 
       法人格をもつ保育園・NPO 法人の車両整備は不可 
       行政の委託事業、介護保険法・障害者自立支援法に基づく事業は対象外 
 
 
２．その他の施設（共同作業所等） 

  ＊対象事業 施設の増改築・修繕・備品購入 
  ＊配 分 額 ８０万円 総事業費の９０％ 
  ＊条 件 法人としての連年配分なし 
        施設の増改築・修繕が、個人所有又は借り上げの施設に係わる場合は、

緊急度等止むを得ない場合に限る 
        備品購入は１備品に限定（付属品は可） 
       行政の委託事業、介護保険法・障害者自立支援法に基づく事業は対象外 

 
 
Ⅱ．社会福祉団体に対する配分 
  ＊対象事業 県内全域において活動する公益団体の事業費・備品購入 
  ＊配 分 額 事業費の最高限度額は２００万円まで 総事業費の７５％ 
        備品購入は１００万円まで 総事業費の７５％ 
  ＊条 件 人件費・旅費等経常費は除外 

他の公的団体の補助・参加費徴収分は除外 
        １団体１事業（内容の異なる研修会・イベント等はいずれか） 
        備品購入は１備品に限定（付属品は可） 
        団体の運営費・下部組織（市町村等）への二次配金は対象外 
        継続事業の場合は、事業に係る予算内訳を具体的に記入し、事業の効果・ 

成果を詳細に提出のこと 



Ⅲ．子育て支援事業 
 １．認可外保育所整備事業 
  ＊対象事業 施設の増改築・修繕・備品購入 
  ＊配 分 額 ３０万円 総事業費の９０％ 
  ＊条 件 連年継続配分は２年まで 
        施設の増改築・修繕が、個人所有又は借り上げの施設に係わ 
        る場合は、緊急度等止むを得ない場合に限る。 
        病院等企業内保育所及び株式会社等が経営する保育所は対象 
        外とする 
        同一経営者１施設に限定 
        備品購入は１備品に限定（付属品は可） 
 
 
Ⅳ．安全生活支援事業 
  ＊対象事業 共同募金の推進に関係の深い町内会において、「安全なまちづくり事業」

の支援 
        大規模災害に備えて、防災・防犯に特化した配分とする 
        防災訓練の実施に伴う経費。防災・防犯用資機材（発電機、 
        投光器、担架、リヤカー、行事用テント等）の整備 
  ＊配 分 額 １町内会１事業 限度額 ２５万円 
        防災・行事用テントと発電機は本会より現物支給とする 
  ＊条 件 別紙募集要項による公募とする 
 
 
Ⅴ．住民力・地域力・福祉力を高める支援事業 
  ＊別途募集要項による公募とする 
  ＊平成２８年度事業分は、平成２８年２月に申請受付予定 
 
 
Ⅵ．難病救援活動支援事業 
  ＊対象事業 難病救援のための組織活動に対し支援 
  ＊配 分 額 １事業１００万円を限度 
  ＊条 件 厚生労働省が指定する特定疾患及び国内の病院では有効な治 
        療法がなく又は対応の困難な臓器移植等で配分委員会の承認 
        する難病の支援活動 
 
 
 
 



Ⅶ．災害支援活動 
  ＊対象事業 県内を重点に国内で起きる大規模災害に対する支援と火災等 
        県内の小規模災害に対する支援 
  ＊配 分 額 大規模災害には、災害等準備金の設立による支援を基本とし 
        て、義援金の募集を含め、積極的に支援活動を行う 
        小規模災害には、見舞金等を贈呈する 
  ＊条 件 災害支援規程に定めるところによる 
 
※いずれの配分についても、配分金申請書（様式第１）の配分金の額は、千円以下を切り

捨てとして計上し、万単位でご記入下さい。 
 


